
 

学校施設環境改善交付金の十分な財源確保を求める件 

 

公立学校施設整備にあたっては、施設の安全性や児童生徒の良質な教育環境の確保の観

点から、迅速かつ計画的な対応が求められている。改築や改修による施設の老朽化対策の

ほか、バリアフリー化や空調設備の設置による防災機能の強化など、学校施設整備に求め

られるニーズは年々高まっており、地方自治体の限られた予算の中で整備を確実かつ円滑

に進めていくためには、国庫補助の活用が必要不可欠なものとなっている。 

この度、令和７年度の採択を希望して学校施設環境改善交付金の申請を行った事業の多

くが不採択となる事態が全国的に発生した。本市においても、新規の長寿命化改修が延期

を余儀なくされるなど、計画的な整備に支障が生じるとともに、過年度に採択され工事を

進めてきた継続事業が不採択となるなど、地方財政負担の増加が懸念されるところであ

る。 

よって、国会及び政府におかれては、各地方自治体が学校施設の整備を計画的かつ円滑

に進められるよう、下記の事項を強く要望する。 

 

記 

 

１ 各地方自治体が計画的に施設整備に取り組むことができるよう、計画事業量に見合

った十分な財源を確保した上で、速やかな採択を行うこと。 

２ 特に、複数年事業の２年目以降は事業の中止や延期が極めて困難であることを鑑

み、国庫債務負担行為を活用するなど確実な方法により予算を確保すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により、意見書を提出する。 
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